平成28年度第１回　大阪府障がい者自立支援協議会ケアマネジメント推進部会　議事概要
日　時：平成28年7月7日（木）午前１０時から正午まで
場　所：大阪府公館　大サロン
委員者：大谷部会長、姜委員、辻委員、羽室委員、桐山委員、竹之内委員
概要

１．議題１「ケアマネジメント推進部会における検討事項について」
　　議題２「障がい児者の相談支援に関する実施状況調査結果について」

　　議題３「報告書の方向性と進め方について」

(1)　議題１について説明
(2)　委員からの意見
（部会長）

· サービス等利用計画の評価について

誰が評価し、どう指導していくか。基幹センターをはじめ、評価のシステム・仕組みの整理が必要。
計画にＰＤＣＡサイクルが活かされる仕組みを。

（委員）

· サービス等利用計画は、本人の地域での自立した生活を支えることに役立っていることを理解されていないことがあり、本人が様々な不満を感じたままになっていることもある。
· 相談支援専門員等が、本人のために計画を作成しているということをしっかりと伝えていく必要がある。

· どういうものとして利用されているか、自分のためになっていると本人に気付いてもらえるような部分をどこかに盛り込んでいたほうがよいかと思う。

· 特に、定着支援などは、一人暮らしを始めてから課題などがわかる。それを受け止めて、どう計画支援につなげていくか。一人一人の生活をよくするために生活課題に気付いてもらうことが定着支援には必要で、そういった本人の気づきをどう汲み取っていくのかが大切。

（委員）

· 「どういう人がこの報告書を見るのか」を意識する必要ある。

· 新規参入も増えてきている中で、介護保険と障がいサービスの違い（視点も含めて）など初歩的なことを知らない人もいるので、「基本的なことがわかっていない前提で」作成し、実際に使えるツール、役立つものにしていく必要がある。

（委員）

· 堺市は支給決定の半数がセルフプラン。量拡大の問題ある。

· 一方で、質の問題も議論されており、どこのレベルに合わせて作成するのか。基本的なレベルを想定して作成する必要あり。

（委員）

· 岸和田市でも質の問題はある。アセスメントのとり方がしっかりとできるようなものがあればいいと思う。（チェックする行政側としてはわかりにくい計画があがってくることが多い。）
· 相談支援専門員が一人配置の事業所では、チェックリストが有効ではないか。

· 同じ運営主体の中では、サービスが異なっても、同じような計画になってしまうこともある。

· 視点の再確認ができるようなチェックシートになればよい、と思う。

（部会長）

・支給決定は市町村だが、それ以外にもチェックするしくみ（基幹相談支援センターのチェックなど）が必要で、そういった仕組みを周知していくことも必要。

・「質を高めていくしくみ」「新規参入の方にもわかりやすい評価のしくみ」「相談支援計画と個別支援計画の違い」といったものに留意して作成していく必要がある。

(3)　議題２について説明

(4)　委員からの意見
（委員）

· セルフプランは否定しないが、あくまでエンパワメントが前提。

· 相談支援専門員がサポートしながら、セルフプランを作成することもあっていいと思う。
（部会長）

· （上記意見を受けて）意思決定支援とセットの問題。

（委員）

· 市の状況をみると、セルフプランが本来の意味とは違っている状況はある。ただ、数をこなす必要が優先されている。

· 本来、セルフケアができる力のある方にとって、セルフプランは望ましいとは思うが。

（部会長）

・セルフプランの評価票も必要ではないか。セルフケアができる力を身につけるのはエンパワメントの結果なので、セルフプランが悪いとは思っていない。

（委員）

· 人に知られたくないという人もいる。いったん、計画策定した後に、本人との関係も踏まえて、セルフプランに移行できるかどうかが次の課題と思う。

· 相談員にも計画を作成した人でセルフプランに移行できる人がいるかどうか、という視点がいる。

(5)　議題３について説明

(6)　委員からの意見

（部会長）

· 本来は、事業所も自らの相談支援の質の向上について中心になっていくべきで、いつまでも行政主導ではない。とはいえ、できない現状もあると思う。
· 具体性に乏しい事例等を提示するのはどうか。反面教師にしてもらい、質の向上につなげるのが目的である。事務局から依頼あれば、各委員、協力願いたい。

（委員）

· 「評価結果の取扱い」が大切であると思う。また、どれくらいの頻度で評価するのか、どのタイミングで次に活かすのか。個別支援会議の際などに活用するのかとは思うが。

· そういう意味でも、活用の流れや仕組みを頭に入れてまとめる必要ある。

（委員）

· 第1章で「地域生活は権利」としっかりと書いてほしい。その下支えが計画であり、評価であると。

· 「評価」という言葉について、お互い良いものにしていく、といったイメージの表現に置き換えられないか。

· 今回の評価チェックの原案ができた時点で、自分の事業所連絡会でも相談支援専門員間で試行的にできないかと思って考えているところ。
· そのために、「現場でも実際にやってみよう」と思ってもらえる提案にしたい。

（委員）

· 現場で実際に使えるものとして、「簡易版」のようなものがあればいいのでは。

· 例えば、資料にある「レーダーチャート」。これはわかりやすいのはわかりやすいけど、実際には、自分の弱点や傾向などに「気づいたときに、どうしたらいいのかがわからない」ので、「そのために、どうすればいい」が見えるものであれば、次につながるのではないかと思う。そこまで盛り込めたら質の向上につながりスーパービジョンのモデルとなりうる。

（委員）

· 客観的評価は大切。一方で、評価すること＝スタンダードになり、評価をすれば、それでＯＫという解釈で運用されるのが危険。

· 計画支援の基本的な考えが抜けてしまうリスクを踏まえる必要。

· そういう大前提が押さえられていることが基本で、評価チェックが、一人歩きしないように。

· 活用するための仕組みづくりなど、そのためのアイデアが必要。

· 堺ではＷＧで今年２月に、マニュアルを作った。（実務のてびきに近いもの）
　

（委員）

· 岸和田市では、市が計画をチェックしフィードバックしているが評価ツールがあるわけではなく、視点もばらばらなのが実情。
· 評価基準の整理とともに、評価結果とフィードバック手法（どのような場合に、どの基準で、フィードバックする・しない　など）の検討が必要。

（部会長）

· 次につながるもの、ＳＶにつながるものに。本人の権利を書くのは当然。

· 例えば、計画作成にあたり「連携」というが、連携先とは具体的にどう関わるのか。特に、医療関係。

· 府の研修等（現任研修など）での活用方法について、もっと関連付けができれば。自立支援協議会や市町村の認証が、何らかのインセンティブになるような仕組みについて、西宮市で検討しているようである。府内の市町村でも今年度取り組みを始めようとしているところがあれば、質の向上につながる「先進事例」として載せてはどうか。
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